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Ⅰ 河内長野市職員障がい者活躍推進計画について 

 

１．計画の位置付け 

 

 本計画は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害者雇用促進法」と

いう。）第７条の３第１項の規定に基づき、河内長野市が実施する障がいのある職員の職業生活における活

躍の推進に関する今後の取組等に関してとりまとめたものです。 

 

２．策定主体 

 

 本計画については、河内長野市全体で連携して障がい者活躍推進に向けた取組を進めていくため、次の

各機関の任命権者の連名により策定をいたします。 

 なお、取組内容等については、市全体で取り組むべき内容と各機関が取り組むべき内容を記載しており、そ

れぞれの目標達成に向けた取組を進めていきます。ただし、各機関が取り組むべきとした内容についても、各

機関が互いに連携しながら、効果的な取組を推進します。 

 また、本計画の対象には障がいのある職員を雇用していない機関も含めておりますが、取組内容の内、該

当する項目について取組を進めていきます。 

 

本計画の対象となる各機関の任命権者 

 河内長野市長／河内長野市教育委員会／上下水道事業の管理者の権限を行う河内長野市長／ 

 河内長野市議会議長／河内長野市選挙管理委員会／河内長野市代表監査委員／ 

 河内長野市固定資産評価審査委員会委員長／河内長野市農業委員会 

 

３．計画期間 

 

 本計画の計画期間は、令和６年１１月１日から令和１２年３月３１日までとします。 

 なお、計画期間内においても、定期的に取組状況等を把握・検証し、必要に応じて計画の改定を行うものと

します。 

 

４．計画の周知 

 

 本計画を策定または改定した場合は、１か月以内に庁内ネット（イントラネット）に掲載することにより、本市

職員に対して周知します。 

 

５．計画及び取組状況の公表 

 

 本計画を策定または改定した場合は、１か月以内に市ホームページに掲載することにより、公表します。 
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 また、本計画に掲げる取組内容・目標の取組状況については、毎年度１回把握・検証し、その結果を市ホー

ムページに掲載することにより、公表します。 
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Ⅱ 本市における障がい者雇用等の状況 

 

１．これまでの取組について 

 

（１）採用関係 

 

 ア．障がい者を対象とした職員採用 

     本市では、障害者雇用促進法の趣旨を踏まえ、障がい者を対象にした職員採用試験を実施していま

す。職員採用試験においては、障がいの状況に応じて、事務職に従事する常勤職員と一部の非常勤職

員を対象に募集しており、平成２１年度（常勤職員は平成２２年度）からは毎年、障がい者を対象にした

職員採用試験を実施しています。 

 

（２）障がい者の活躍を推進するための環境整備 

 

 ア．相談体制の整備 

     本市において、障がいのある職員への合理的配慮の提供は従来から行われていましたが、障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）が平成２８年４月１日に施行された

ことに伴い、「河内長野市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を定め、

本市職員が障がい者からの申出に対して適切に対応するための事項を記載いたしました。その中で、

障がいのある職員等からの障がいを理由とする差別に関する相談に対応するための相談窓口の設置

を定めました。 

     また、障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第３６号）が令和２

年４月１日に施行（ただし、一部の規定については令和元年９月６日に施行）されたことに伴い、障害者

雇用推進者及び障害者職業生活相談員を選任しました。 

 

 イ．執務環境の整備 

     本市では、これまでも障がい特性に配慮した庁内の執務環境の整備を行ってきました。庁舎には、自

動扉や多目的トイレ、エレベーター、段差解消、誘導ブロック・鋲、階段手すり、点字表示版、ローカウンタ

ー、車椅子で庁内（執務室）を移動できる通路幅の確保などの施設整備を行っています。 

 

 ウ．勤務条件の整備 

     本市では、障がいのある職員を含めたすべての職員が、無理なく、かつ安定的に働くことができるよう、

特別休暇や勤務時間の割振りについて勤務条件の整備を行っています。その施策の一つとして、平成３

０年４月から早出遅出勤務制度の試行実施をし、平成３１年４月からは本格導入をしておりますが、障が

いのある職員が職場において能力を十分に発揮できるよう、障がい特性に応じた早出遅出勤務を可能

としました。 
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 エ．職場研修の実施 

     本市では、障がい理解の促進を図るために、前述した「河内長野市における障がいを理由とした差別

の解消の推進に関する対応要領」を用いて職場研修を実施しています。研修では、障がい者や障がい

に対する理解の促進と人権尊重意識の高揚を図るため、講義形式だけではなく、各職場における障が

い者への具体的な応対を想定し、その対応について検討を行っています。 

 

２．障がい者雇用率の状況 

 

 障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、「自ら率先して障がい者を雇用するように努めなけ

ればならない」とされ、障がい者の雇用の場の確保に向けて、民間企業等よりも高い法定雇用率が設定され

ています。 

 本市における障がいのある職員の雇用率及び採用人数は次のとおりです。 

 

〔各年度の雇用率〕1 

年度 法定雇用率 
法定雇用障がい者数の 

算定基礎となる職員数 

障がいのある 

職員の数2 実雇用率 

常勤職員 非常勤職員 

令和６年度 ２．８％ ８２８．５人 １５人 １１人 ３．１４％ 

令和５年度 ２．６％ ７７６．０人 １４人 １１人 ３．２２％ 

令和４年度 ２．６％ ７５１．５人 １４人 １０人 ３．１９％ 

令和３年度 ２．６％ ７４４．５人 １３人 １２人 ３．３６％ 

令和２年度 ２．５％ ７３６．０人 ８人 １１人 ２．５８％ 

令和元年度 ２．５％ ７６１．５人 ８人 １２人 ２．６３％ 

平成３０年度 ２．５％ ７７９．０人 １０人 １３人 ２．９５％ 

 ※市長部局及び障害者雇用促進法第４２条に基づく特例の認定を受けている地方機関（以下「認定地方機

関」という。）3の合計 

 

〔各年度の採用人数〕4 

採用年度 
平成３０ 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

常勤職員 １人 ０人 ０人 ２人 ０人 ０人 １人 

非常勤職員 ０人 ０人 １人 １人 ０人 １人 ０人 

                                                   
1 各年度６月１日時点のデータを掲載 
2 障害者雇用率制度に基づき、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所有者を算定対象としています。（短時間労働者は原則
１人を０．５人としてカウント。重度身体障がい者、重度知的障がい者は１人を２人としてカウント。短時間労働の重度身体障がい者、重度知的障がい

者は１人としてカウント。特定短時間労働の重度身体障がい者、重度知的障がい者、精神障がい者は 1人を 0.5 人としてカウントしています。） 
3 認定地方機関：河内長野市教育委員会、河内長野市上下水道事業 
4 重度障がい者等の状況にかかわらず、実際の採用人数を掲載 
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３．職場定着率の状況 

 

 障がい者の活躍を推進していくためには、積極的に採用に取り組むとともに、障がいのある職員が安心して

働ける職場づくり等を通じて、職場定着を図っていくことが重要です。 

 本市における障がいのある職員の職場定着の状況は次のとおりです。 

 

○本市における障がいのある職員の職場定着の状況（常勤職員）5 

採用１年後の職場定着率 平均勤続年数 

１００．０％ 11 年 5月 

 

○本市における障がいのある職員の職場定着の状況（非常勤職員）6 

採用１年後の職場定着率 平均勤続年数 

１００．０％ １４年０月 

 

 なお、民間企業等における障がい者の職場定着の状況は次のとおりです。 

 

○（参考）民間企業等における障がい者の採用１年後の職場定着率7 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 発達障がい者 

６０．８％ ６８．０％ ４９．３％ 71.5% 

 

○（参考）民間企業等における障がい者の平均勤続年数8 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 発達障がい者 

１２年２月 ９年１月 ５年３月 ５年１月 

 

                                                   
5 対象：定着率「平成３０年度～令和５年度採用者」。平均勤続年数「令和６年６月１日現在在職者」 
6 対象：定着率「平成３０年度～令和５年度採用者」。平均勤続年数「令和６年６月１日現在在職者」 

7 「障害者の就業状況等に関する調査研究（２０１５年度～２０１６年度）」（２０１７年４月 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 障害者

職業総合センター） 
8 「令和５年度障害者雇用実態調査」（令和６年３月２７日 厚生労働省） 
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Ⅲ 今後の取組内容 

 

１．障がい者の活躍を推進するための人事管理   ※市全体で取り組むべき内容 

 

（１）基本的な考え方 

 

 職員の採用等を行うにあたっては、厚生労働省が示している「障害者差別禁止指針」9及び「合理的配慮

指針」等の趣旨を十分に踏まえて、適切な対応を行います。また、障がいのある職員が職場において能力を

十分に発揮できるよう、ＯＪＴや各種研修、人事異動等を通じて計画的にキャリア形成を図っていきます。 

 

（２）取組内容 

ア．募集及び採用選考時における対応 

 職員の募集を行うにあたっては、厚生労働省が示している「障害者差別禁止指針」等の趣旨を十分

に踏まえて、適切な対応を行います。 

 また、採用選考を行うにあたっては、障がい者からの申出に基づいて、他の者との公平性を損なわな

い範囲で、障がいの特性に配慮した必要な措置を行います。 

 

イ．採用時面談の実施 

 採用時の合格者面談を実施するなど、障がい者一人ひとりの特性や能力、希望等を踏まえ、適した

業務等を確認するなど、必要な措置を行います。 

 

ウ．定期的な面談の実施 

 採用後も定期的な面談を実施するなど、障がいのある職員に必要な配慮等を確認し、継続的に必要

な措置を行います。 

 

エ．柔軟な働き方ができる職場環境の構築 

 障がいのある職員が、安定的かつ継続的に働くことができるよう、早出遅出勤務制度を実施するとと

もに、各種休暇の利用を促進し、柔軟な働き方ができる職場環境を構築します。 

 

オ．通勤への配慮 

 障がいのある職員の通勤に係る負担を軽減するため、本人からの申出に基づいて、必要な措置を行

います。 

 

カ．障がい特性に配慮した執務環境の整備 

 障がいのある職員が円滑に職務を遂行できるよう、本人からの申出に基づいて、施設の整備や就労

支援機器の導入、庁内（執務室）の道路幅の確保など、障がい特性を踏まえた環境整備を推進しま

                                                   
9 障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針（平成２７年厚生労働省告示第１１６号） 
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す。 

 

キ．本人の特性に配慮したキャリア形成 

 障がいのある職員一人ひとりの特性や能力、希望等を把握し、本人に合った業務の割振りや人事異

動を行うなど、業務の適切なマッチングと多様な業務の経験を通じたキャリア形成を行います。また、適

切に状況を把握するため、職員本人だけではなく、必要に応じて上司や同僚等からも聞き取りを行い

ます。 

 

ク．研修を通じた能力向上 

 障がいのある職員が能力を十分に発揮できるよう、本人の希望や業務目標等も踏まえつつ、能力向

上研修等の教育訓練を実施します。 

 

ケ．関係機関等との連携 

 障がいのある職員に対して、合理的配慮の観点で適切な取り組みを実施するため、必要に応じて、ハ

ローワークや就労支援機関、障害者就業・生活支援センター等を利用してアドバイスを受けるなど、関

係機関との連携を行います。 

 

２．障がい者の活躍を推進するための環境・体制整備   ※各機関が取り組むべき内容 

 

（１）基本的な考え方 

 

 障がいのある職員が安心して働ける環境を整え、能力を十分に発揮できるよう、必要な体制の整備や障が

い特性等の把握を通じた合理的な配慮を行います。なお、各機関における単独の取組だけに留まらず、各機

関が互いに連携しながら、効果的な取組を推進します。 

 

（２）取組内容 

ア．障がい者活躍推進計画の検討体制、推進体制の整備 

 各機関の障害者雇用推進者及び人事担当者並びに障がいのある職員等の関係者を中心とした、計

画の策定及び推進に係る体制を整備し、毎年度、取組内容・目標の取組状況を把握・検証します。 

 

イ．障害者雇用推進者の選任 

 各機関において、人事担当課長を「障害者雇用推進者」として選任し、障がい者の雇用の促進及び

継続を図るための取組を推進します。 

 

ウ．障害者職業生活相談員の選任 

 各機関において、障がいのある職員が５人以上在籍している場合は、「障害者職業生活相談員」を

選任し、障がいのある職員の職業生活全般についての相談、指導を行うことにより、障がい者の活躍

推進に向けた取組を推進します。 
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エ．庁内相談窓口の設置及び周知 

 障がいのある職員の職業生活全般についての相談及び合理的配慮の申出については、障害者職業

生活相談員を窓口とします。障害者職業生活相談員は、必要に応じて障がいのある職員の所属長に

相談内容を報告し、所属長は相談対応を実施するとともに合理的配慮の内容について決定を行いま

す。 

 なお、所属長及び障害者職業生活相談員は、障がいのある職員のプライバシーに配慮するとともに、

相談や合理的配慮を行ったことを理由に不利益的な取り扱いをしないよう十分に注意します。 

 また、障がいのある職員が相談しやすい体制を構築するため、障害者職業生活相談員だけではなく、

各機関の人事担当者及び産業医など内容に応じた多様な相談先を確保するとともに、それらの相談

先を障がいのある職員に周知します。 

 

オ．職員向け研修の実施 

 職員一人ひとりが、障がい者や障がい特性に関する正しい知識を習得し、理解を深めるために、各部

署において職場研修を実施します。また、性別や年齢、障がいの有無等にかかわらず、職員が能力を

十分に発揮できる職場環境を構築するため、管理職を対象に研修を実施し、多様な人材の活用を図

ります。 

 

カ．障害者職業生活相談員に対する研修の実施 

 障害者職業生活相談員が、障がい者や障がい特性に関する理解を深め、障がいのある職員を適切

に支援するため、ハローワーク等が実施する研修を受講させます。 

 

キ．職務の選定及び創出 

 障がいのある職員が能力を十分に発揮できるよう、職員一人ひとりの能力や適性を考慮し、割り当て

るべき職務の選定及び創出を着実に行います。 

 

ク．優先調達等 

 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４年法律第５０

号）等を踏まえ、企業等における障がい者の活躍の場の拡大に向けた取組を推進します。 
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Ⅳ 数値目標 

 

 本市において、障がいのある職員の活躍推進に向けた取組を着実に進めるため、数値目標を設定し、毎年

度、その取組状況を把握・検証します。また、本章に定める数値目標については、公表の対象とします。 

 

１．障がい者雇用率に関する目標 

 

（１）数値目標 

 

 本市における障がい者雇用率に関する目標を以下のとおり設定します。 

 

 法定雇用率（令和６年度においては、２．８％）の達成維持 

 ※認定地方機関を合わせた市全体の目標数値 

 ※法定雇用率が変更された場合は、その数値を目標とします。 

 

（２）評価方法 

 

 各年度６月１日時点の数値を評価の対象とします。 

 

２．職場定着率に関する目標 

 

（１）数値目標 

 

 本市における採用１年後の職場定着率に関する目標を以下のとおり設定します。 

 

 常勤職員、非常勤職員ともに 100.0％ 

 ※認定地方機関を合わせた市全体の目標数値 

 

（２）評価方法 

 

 各年度末（３月３１日時点）の数値を評価の対象とします。 
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Ⅴ 今後の取組 

 

１．取組状況の把握・検証 

 

 本計画の取組内容・目標に対する取組状況については、各機関の障害者雇用推進者及び人事担当者等

を中心に、毎年度把握・検証を行うなど、定期的にフォローアップします。 

 また、把握・検証の際には、計画策定時に想定していた状況からの変化があり、またはその変化に応じて計

画に盛り込んでいない取組を柔軟に実施している場合には、それらも含めて分析を行います。 

 

２．フィードバックの実施 

 

 取組状況の把握・検証の結果、計画策定時に想定していた状況からの変化があり、その変化を踏まえた対

策の実施及び計画の見直しを行う必要がある場合には、各機関の障害者雇用推進者及び人事担当者等を

中心に検討を行い、実効性の高い計画となるよう努めます。 

 


